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研究要旨 
HIV 感染症/エイズは、明らかに新しい時代に突入している。抗ウイルス薬の進歩に伴い、早期治

療開始で生命予後が非感染例と同等となったばかりでなく、抗ウイルス療法が適切に行われれば、
パートナーへの感染も最小に抑えられると報告された。平成 24 年の予防指針改定では、感染の可能
性が疫学的に高く、特別な配慮を要する「個別施策層」に着目し、重点的に取り組む対策が挙げら
れ、保健所・行政は約半数が取り組みは強化されたと回答したが、拠点病院関係者では 20-30％に過
ぎない。地域的な問題もあるが、実際に来院する患者の約 7-8 割が、自発的検査（VCT）での判明で
はなく、何らかの症状を持ち、病院や診療所から紹介されてくる実態に変わりがないところに原因
があると考えられる。一方、未感染であれば、PrEP で 86％感染予防ができることが明らかとなり、
safer sex教育と共にPrEPを感染予防の選択肢として提供すべきであるとWHO/UNAIDSによって提言
されている。これらの事実は、我が国でも病院や診療所での opt-out 検査の導入、郵送検査、オラ
クイックなどの導入の必要性とともに、PrEP などの新規感染予防法を導入する必要性を示唆する。
しかしながら、これらの新規検査システムや PrEP などの予防法には、慎重な意見も多く集まってお
り、まずはこの領域にかかわる、保健医療従事者、NGO/NPO、行政担当者の理解と幅広い議論が必要
である。 

 
 
Ａ．研究目的 
 エイズ動向委員会の最新の報告によると、我が国
の新規登録患者数は、エイズ発症者と HIV 感染者を
合わせて、ここ 8年ほど毎年約 1500 名というレベル
で推移している。我が国のエイズ対策は、予防指針
に基づいた 7 つの柱の下に計画され、実行されてき
た。確かに、平成 20 年以降、新規感染症例の増加は
抑制されたものの、平成 24 年の指針改定で、さらに
有効な予防対策が行われたとは言い難い状況である。
この間、抗ウイルス薬の多剤併用療法（cART）の進
歩により、HIV 感染症の生命予後は著しく改善され
た。平成 23 年には、cART の早期開始でパートナー
への感染を予防できるとする、「治療が予防になる」
という結果が発表された（Cohen MS et al., N Engl 
J Med. 2011）。米国では、cART が普及しているにも
かかわらず新規感染が減少しない理由に関し
“cascade of care 分析”が行われ、HIV 感染症例
の診療継続困難の問題が明らかとなり、新たな AIDS
対策のよりどころとなった（Gardner EM et al., Clin 
Infect Dis.2011）。本研究では、これらの最新の進
歩を我が国のエイズ対策に反映させるため、モニタ
リング項目を設定し、次期指針改定に必要とされる
基礎データを得る。近年の cART の進歩により、
AIDS/HIV感染症を取り巻く環境は大きく変化してい
る。本研究は、「治療が予防になる時代」の我が国の
エイズ対策に関わる全ての人の拠り所となる新指針
を目指し、関係者のコンセンサスを得ることが目標

である。これにより、新規 AIDS/HIV 感染症の症例
数の減少を目指した新たな施策の立案が可能とな
り、我が国における保健医療に貢献できるばかりか、
本感染症にかかわる医療費の抑制につながる。本研
究の目的は、平成 24 年 1 月に改正された後天性免
疫不全症候群に関する特定感染症予防指針（平成 18 
年厚生労働省告示第 89 号）に基づく施策を検証す
ると共に、最近の HIV 感染動向、および HIV 感染予
防・治療の進歩に鑑み、必要なモニタリングを行い、
平成 29 年 1 月に予定されている次期改定のポイン
トを明らかにするところにある。 
 
Ｂ．研究方法 
臨床疫学研究者、拠点病院関係者、行政関係者、

NPO/NGO 並びにコミュニティセンター関係者を一堂
に集め、「エイズ予防指針改定に向けて」と題した
討論会を開催するとともに、NGO/NPO で感染予防に
資する研究テーマに関して共同研究を行い、市川班
の班会議に連動して会議を行なった。さらに東京、
大阪、福岡のコミュニティセンターにおいて予防指
針に関する意見交換を行った。また、拠点病院や保
健所などの行政機関さらに NGO/NPO を対象として、
現行の予防指針の課題に関するアンケート調査を
行った、さらに海外の専門家の指導を受け、我が国
におけるケアカスケードの予測を行った。 
（倫理面への配慮） 
本研究は、拠点病院および都道府県のエイズ対策
にかかわる既存の疫学データを収集して行うもの



であり、申請時点で倫理的な問題を含まないと考え
られる。 

 
Ｃ．研究結果 
1.「エイズ予防指針」改定に向けた意見交換会 
2015 年 12 月 2 日；東京ドームホテル（添付資料１）  
意見交換会趣旨 
後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針
の改定に向けて、これまでの施策に基づく活動を検
証し、指針の改定に必要な情報や意見を集約し、拠
点病院、コミュニティセンター・行政・NGO の役割、
新たな取り組みに関して意見交換する。 
意見交換会次第 
1) 予防指針改定に向けた世界的な研究の背景（松

下；熊本大学） 
2) ACCにおける新規診断症例の診断契機の検討（西

島、ACC,NCGM） 
3) MSM伝播ネットワークの感染拡大パターン （椎

野；国立感染症研究所） 
4) T as P を実践するため HIV 検査拡大のための方

策  
 ①拠点病院の役割（横幕；名古屋医療センター） 
 ②コミュニティセンターの役割（岩橋、AKTA, 町

MASH 大阪） 
５）PrEP 導入に向けたコミュニティセンターの役割

に関して（牧園、LAF） 
６）「エイズ予防指針」改定に向けた提言 （立川、

横浜市立市民病院） 
７）討論総括および中学高校などの Sexuality に関

する教育（LGBT）の促進 (池上、NPO 法人ぷれい
す東京) 

 
１）予防指針改定に向けた世界的な研究の背景（松
下;熊本大学） 
2015年は HIV感染症の感染予防にとって大きな進
歩がみられた年であった。HPTN052 の最終データが
報告され、早期治療開始により、パートナーの HIV
感染が 93%抑制されると報告された。一方、それま
で、必ずしも有効性の評価が確立していなかった
TDF/FTC (tenofovir disoproxil fumarate/ 
emtricitabine)を用いた PrEP について二つの臨床
試験が行われ、ハイリスク MSM での有効性が示され
た。これらの臨床試験の結果が与えたインパクトは
大きく、2015 年 9月に WHO から出された、HIV に関
する治療ガイドラインには PrEP の推奨が含まれた
のである。 
WHO/UNAIDSが毎年発表する疫学統計を見ると、HIV

感染症/AIDS が歴史の転換点に立っていることが理
解できる。HIV の感染ルートとして同性間・異性間
の コ ン ド ー ム を 使 用 し な い 性 行 為 や IVDU 
(intravenous drug user:静注性麻薬常習者)による
注射針の共有が感染拡大の原因であることが明らか
となり、各国で感染予防対策が取られた。その 3 本

柱は、正しい知識の普及と感染予防教育、HIV 検査・
相談体制の充実 、コンドームの支給を含めた safer 
sex campaignや行動変容のためのコミュニティ活動
などである。これらの取り組みの効果があらわれ、
新規感染数は 1998 年ごろから減少に転じた。2014
年の新規感染は、2000 年の 310 万人から 35％減少
し 200 万人となった。一方、AIDS による死亡者数も
2008 年前後から減少に転じ、2014 年には 120 万人
となり、最も死亡数の多かった 2004 年から 42％減
少した。抗ウイルス薬の途上国に対する支援も、
2010 年の 23%から 2014 年には 41%へと上昇した。世
界的な HIV 感染/AIDS 対策の成果が数字に表れてき
たところだが、新規感染者数が死亡数を上回ってい
るため、HIV 感染者総数は毎年増加し、現在 3690 万
人と推計されている。これらのデータを踏まえ、さ
らに新規感染数を減少させることが急務であると
の認識から、これまでの予防戦略に加え、男性の割
礼の普及、抗ウイルス薬による暴露前予防
（Pre-exposure Prophylaxis; PrEP）、さらに「予
防としての治療」の観点から、早期・全員の抗ウイ
ルス薬治療開始を中心に据えた取り組みが強化さ
れている。 
PrEP の導入には多くの議論が繰り返されてきた。

中でも、「多数のパートナーとコンドームを使わな
い性行為を行う最もリスクの高い MSM に、PrEP だか
らといって高いアドヒアランスを求めるのは実現
性がない。HIV 感染は減らず、かえってリスク行動
が増えて性病が増えるだけではないか」という批判
的意見があり、PrEP 導入に慎重な関係者も多い。一
方、PrEP の有効性には期待できることから、当面、
serodiscordant couples に限って適応すべきであ
るという意見もある。しかし、2015 年の CROI で、
ハイリスクの MSM に対する PrEP に関して、以下の
画期的な発表が行われた。 
その一つが PROUD試験で、ハイリスク MSMとして、

過去 90 日間にコンドームを使用しない肛門性行為
をした MSM を対象とした。Web 上で、組み入れられ
たらすぐに PrEPを開始する群と PrEPを一年間延期
する群に分けられた。同じようにリスク行動に関す
る指導が行われたが、1 年間の経過観察中に延期群
では 19 例の HIV 感染が確認されたのに対し、PrEP
即開始群では 3 例のみであり、結果的に 86%感染予
防効果が得られた。対象となったハイリスク MSM で
は、教育による行動変容は得られず、両群にほぼ同
数の性感染症が認められたが、PrEP 群で 86％の HIV
感染阻止が得られたことになった。一方、フランス
とカナダのグループは、IPERGAY 試験といわれるオ
ンデマンドの PrEP を行った。この試験は、PrEP の
アキレス腱ともいえるアドヒアランスを改善する
ことを目的とした。対象としたのは、HIV 抗体陰性
で、コンドームを使用しない肛門性行為を最近の 6
カ月に 2人以上のパートナーと行ったハイリスクの
MSMで、Placebo群を含む二重盲検試験で行われた。 



オンデマンド服薬スケジュールとは、性行為が行
われる 2から 24 時間前に TDF/FTC を 2 錠服薬し、そ
の 24 時間後に 1 錠、また最初の服薬から 48 時間後
に 1 錠服薬するというものである。最終的に HIV 感
染はPlacebo群が14例認められたのに対し、TDF/FTC
群は 2 例のみであり、86％の感染抑制が得られた。
アドヒアランスの見地から両群で、月平均 16 錠の薬
剤が服用されたが、プロトコール通りの服用ができ
たのは 43％に過ぎず、29％は服用量不十分、28％は
服用していなかった。この臨床試験に入ってからも、
両群とも性行為の頻度は変わらず、コンドーム使用
率も 30%代のままであった。性病の罹患率は高く、
TDF/FTC 群で 38％、Placebo 群で 32％であった。こ
のように、この臨床試験でもハイリスク MSM に行動
変容はおこらず、性感染症は両群とも効率に見られ
たが、PrEP 群は HIV 感染が 86％抑制されたという結
果になった。 
  

新たな感染予防が必要とされる理由と導入のプ
ロセス 

近年の抗ウイルス薬の進歩によって、HIV感染症の
予後は劇的に改善した。しかし、現在の抗ウイルス
薬では、治癒は得られないため、ARTは生涯にわたっ
て継続されなければならない。わが国ではHIV感染で
報告されるのがおよそ1000件、AIDS発症と報告され
るのが400～500件で合計1400~1500人の新規感染例
が報告されている。最近のARTにかかる費用は、一年
間で250万円位と想定され、20代から30代の感染者が
40年治療を継続するとなると、毎年1500億円ずつ医
療費の負担が増加していることになる。治療下にあ
る症例からの新規感染は少ないと考えられているが、
HIV検査を受けず、ハイリスクな性行為を繰り返して
いるMSMは少なくとも数千人存在している。これらの
人々に関心を持たせ、HIV検査を受けて、陽性なら即
治療開始、陰性なら感染予防教育を受け、PrEPプロ
グラムを選択できるというシステムの構築が望まれ
る。その第一歩はハイリスク性行動を行っているMSM
を対象としたPrEPの”demonstration project”ま
たは臨床研究を行うことではないか考えられる。 
PrEPは非感染者を対象とする一方、抗ウイルス薬

を用いるため、副作用や薬剤耐性などの医学的リス
クを伴う点から、医師や薬剤師、臨床検査技師など
の関与が不可欠である。また、日常生活やsafer sex
のための指導やカウンセリングさらにsexual 
minorityとしての配慮も必要である。ハイリスクの
人々へのアプローチには、NGOやコミュニティセンタ
ー関係者の積極的関与が必要不可欠である。これら
の複合的要素は、これまでの医療システムとも保健
所システムとも異なり、これにかかる費用の膨大さ
と共に、PrEPの導入を困難なものにしている。しか
しながら、HIV感染を予防し新規感染例を減らすこと
は、我が国のみならず世界の保健医療にとって重要
な意味を持つものであり、最も高い優先順位で推進

されるべきである。 
性感染症であるHIV感染症に関してはコンドーム

の使用が適切である。しかし、わが国におけるコン
ドーム使用は、これまでの多くの努力にもかかわら
ず、MSM 研究班の調査でも 30~50%とのことである。
「予防としての治療」の観点からは、WHO の推進す
る 90-90-90 by 2020 が達成されれば、新規感染は
コントロールされるはずだが、PrEP による感染予防
がなければ、未検査の陽性者は常に増加し、いつま
でたってもこの目標が達成できないことになりか
ねない。PrEP の導入に向けて努力するべき時である。 
 
２）ACC における新規診断症例の診断契機の検討（西
島;ACC, NCGM） 

 
新規感染の予防に役立てるため, 当センターの新
規受診例の診断に至った契機を検討した. 
HIV 感染の診断にいたる検査を受けた契機を 5 つに
分類 
１．自発的検査（保健所, 医療施設を HIV 検査目

的に訪れた場合, 郵送検査等を含む） 
２．AIDS 指標疾患の発症 
３．性感染症の発症 
４．AIDS 指標疾患・性感染症以外の疾患発症 
５．入院時・術前・妊娠時スクリーニング 

自発的検査の場合は, 性交渉を持ったパート
ナーが HIV に感染したのが検査の契機だったか
どうかを問診し確認する。 

自発的な検査で HIV の診断に至ったのは 32％（その
うちの25％はパートナーがHIVに感染したのが検査
の契機だった）と 10 年前の 35％から変わりがなか
った。また、ACC における、新患の 52%は HIV の検
査歴がなかった。AIDS 指標疾患で HIV の診断がつい
た例では 74%に HIV 検査歴がなかった。HIV 検査歴
がない例の 27%は性感染症の既往があったがその際
に HIV 検査は行われていなかった。これらから以下
の考察が可能である。 
• 東京都において自発的検査が HIV 感染のハイリ

スク層に広まっていない。 
• 性的活動性の高い MSM などのハイリスク層に対

する HIV 検査の普及に加えて、重パートナー検診
や性感染症発症例への HIV 検査の徹底が早期診
断に重要。 

 
３）MSM 伝播ネットワークの感染拡大パターン （椎
野;国立感染症研究所） 
薬剤耐性検査の匿名化されたデーターベースを用
いた。2003年から5018例の解析例中4386のsubtype 
B のウイルイスに限定して、系統樹解析した。日本
国内で感染がつながっていることが明らかな集団
を ト ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン ク ラ ス タ ー （ TC: 
transmission cluster）と呼ぶ。研究では 312 の TC
があると考えられる、そのうち 121 が 5人以上のグ



ループ、2 人や 3 人で構成されているクラスターが
多い。一方、44 ケースは 20 人以上のグループにな
っている。20 人以上はアウトブレークになる。どの
クラスターにも、主要な感染の場所がある。ウイル
スが近縁のものを結び付けてネットワーク解析する
と、ある患者さんから特定のクラスターに至るとき
に必ず通過するカギになる症例がある。クラスター
が発生した時間が古いと、いくつものサブクラスタ
ーを作る。クラスターの成長には一定のパターンが
ある。密で伝播の主役が少数いるコミュニティ内の
ネットワークから始まって、クロスオーバー個体を
介して地域外のサブネットワークに広がっていくパ
ターンが見られる。このような方々が検査を受け、
ART 治療を受けることが重要である。 
結果は以下のようにまとめられる： 
 国内の MSM 集団のサブタイプ Bは、地域ごとに複

数の独立した感染クラスタ(TC)を形成している 
 TC の多くは 90 年代にコミュニティに導入された 
 TC は初期には地域内の MSM の密な関係の中で拡

大する 
 TC 内のウイルスはある段階で少数の「クロスオー

バー個体」を介してほかのコミュニティに飛び火
し、結果として密度と集中度の低いネットワーク
が形成される 

 我が国の HIV 感染の予防に関する問題の一つに、
検査検出率の低さがある 

 この問題に対する、今回の結果の寄与： 
I. ネットワーク成長初期および後期周辺地域⇒コ

ミュニティへの積極的な啓発等で新規感染者を
効率的に検査へと導くことができる 

II. 後期の感染中心部⇒クロスオーバー個体を作ら
ない対策（TasP 等） 

 
４）T as P を実践するため、HIV 検査拡大のための
方策 
①拠点病院の役割 （横幕;名古屋医療センター） 
名古屋医療センターでの無料匿名検査会：昨年度

は 2回 6月（NLGR）、12 月 MSM 向け(M 研)検査会を行
った。Sexual minority に対して 4 種の STD に関し
て、少なくとも翌日までに確認検査ができるように
する。保健所検査の陽性判明率が 0.3％に対して 1
～2％陽性が出るという成果があり、陽性と出た人は
医療機関につなげることが容易である。NLGR は 15
年目となり、毎年 500 人以上の受験者がある。一方、
M 検は、2009 年からで、毎年 130 人くらいの受験者
数である。国立名古屋医療センターの初診受診者は
AIDS発症は 20％と少ないが CD4数が 200/mm3を切っ
た人が 50％であり、早期発見ができているとは言い
難い。保健所検査で分かったのは20％程度であった。
M 検に来られる方々と初診の方々を見ると全然違う
人々との印象がある。新患で来られるのは、ほとん
どが他の医療機関から送られてきた方、検査を受け
て早期に分かった方はほとんどなかった。M 検は、

40 台未満のゲイまたは bi sexual の方々が多く、過
去に受けている方々である。一方、初診の 60％は、
HIV 検査を受けるのは初めてであった。初診の方の
30％は梅毒陽性であるが、M 研に来られる方の梅毒
は 5％程度である。 
 
②コミュニティセンターの役割 
(1)岩橋氏;akta 
コミュニティセンターakta を起点とした、郵送検

査の試み“HIV Check”を行っている。国立国際研
究センターの研究班に入って行っている。akta にて、
研究参加の同意書をとり、簡単なアンケート調査に
協力していただき、検査キットの説明をする。Web
検査で結果がわかる仕組みで、Access と care (確
認検査)医療機関へのリンクをモニターできる。相
談ニーズのある方々へのカウンセリングやサポー
トはプレイス東京のスタッフの協力を仰いでいる。
研究の目的は UNAIDS の 90-90-90 by 2020 の実現の
ために、検査率を上げるための試みの一つである。 
10 月末日までで配布 211 キットが配布され、138

件検体が検査された。65％の回収率となる。これま
での陽性件数は 3件であった。検査を受けたのは 20
～30 代が多い、74％が検査経験者であったが、初め
ての受験者は 4 分の 1 強であった。45%は一年以内
に受けていた。半数以上は 1年以上前の検査経験者
であった。検査動機に関しては、定期検査、新しい
パートナーができた、友人の勧め、体調不良などで
あった。 
 
(2)町;MASH Osaka 
「dista でちぇっくん」は、MASH 大阪と大阪市の共
同で 2015 年 1 月に行った。「検査の敷居を下げる」
のが目的で、採血などは、アクセスしやすいと考え
られる土曜の午後に dista で行った。チェックシー
トにアンケートに記入していただいて採血した。採
血は、dista の開館時間内に行ったが、結果はプラ
イバシーを考慮して時間をずらして行った。医療従
事者、機材は大阪市、カウンセリングなどのサポー
トは、NPO 法人 CHARM にお願いした。受験は 60 名、
1名梅毒は 2名、ゲイ 75％、大阪府 68％、海外出身
者 8.3％でした多くはアジア出身であった。ゲイバ
ーや発展場、出会い系アプリの利用者が多く、過去
6 か月における肛門性行為時のコンドーム使用は
34％であった。初受験者は 35％と高かった。保健所
検査との満足度は同等であった。今年度 8 月から 3
回検査会を行いそれぞれ 25 名（陽性者 0 名）27 名
（陽性者 3名）23 名（陽性者 4名）（総数 75 名うち
7 名陽性判明：9.3％）。検査機会の提供は有意義と
考えられ、継続していく予定である。 
 
５）PrEP 導入に向けたコミュニティセンターの役割
に関して（牧園;LAF）10 代 20 代の若者、高齢で症
状が出るまで受験されない方々など、HIV 感染に関



して情報が届いていない MSM がある。コミュニティ
センターという枠の中で、どういう取り組みが可能
かというなかで、海外における。感染予防の動向を
踏まえて、今後何ができるのかを PrEP の事例を考え
て議論する必要がある（詳細は添付資料の４） 
 
６）「エイズ予防指針」改定に向けた提言（立川：横
浜市立市民病院） 
我々が対象としているのが性感染症（STD）である

ことをもう一度考え直す必要があると思う。その意
味で、人類は STD を根絶したことはないのではない
かと考えられる。はっきりしたデータは公表されて
いないが、中国では、一年間で 7 万人の新規 HIV 感
染者が発生していると言われている。総数は 100 万
人を超えている。日本は、島国で外国の動向と無関
係ではない。実際、横浜医療センターにも中国を行
き来する陽性例がある。一方、我が国の MSM につい
ては、現場では、井上先生の Future Japan 報告書に
ある「safer sex fatigue」は本当だと思う。報告書
にある 33.5％程度はそうなっている。もう安全なセ
ックスにつかれたと言っている。一方、患者さんと
話して、みな sexual contact はあるようである。陽
性者だけの集まりというのもあると聞いている。HIV
診療をしていて思うのは、MSM コミュニティは、大
変幅広く一つのコミュニティにはくくれない。すべ
ての性的志向者には多様性がある。MSM が一つの
network、community に属することはありえない。す
なわち network を介する到達には限界がある。必ず
自主検査を希望しないグループが存在することを認
識すべきである。 
まとめると以下のような目標が考えられる： 
HIV と共存する社会を目指して 
• 同意・カウンセリングから Opt-Out へ 
• STD 検査への統合（HIV+HBV+Syphilis） 
• OraQuick の販売 
• 医師・医療者への STD 学習の必修化＝他学会へ

の浸透 
• 委員会報告は累計数を表示する（各年度だけで

はなく） 
• スクリーニング陽性→スクリーニング要確認と

呼ぶ 
 

7. 討論総括および中学高校などの Sexuality に関
する教育（LGBT）の促進 (池上、NPO 法人ぷれい
す東京) 

若年者の感染予防教育が重要という点では、教育現
場ということになるが、教育現場には期待できない
のではないかと思う。先生方は教科書に書いていな
いことは言えないし、高校の教科書ではどの教科書
にも同性愛に関して書いていない。さらに、男女共
同参画基本法では、5 年ごとに改定されるが、今年
改定された。以前は個人の尊重と避妊に関する教育
ということがあったが、家族の日を設けるというよ

うな内容に後退した。4月 30 日に文科省が学校での
GID の子供がいたら配慮しなさいという通達が出さ
れたとき、「その他の性的少数派」という言葉が使
われたことには期待を持ったが、いまだに現場では
整理ができないままで、十分な対応ができていると
は言えない。これらは、若い MSM への情報教育、性
教育そのものがないことを示している。あるいは、
MSM そのものが、存在しないことになっている。教
育現場には期待できないというのがこの 10 年間の
実感であり、コミュニティやネットでもなんでも駆
使して、若年者の予防啓発活動を皆さんと推進して
いくしかないと思う。 
 
2. 東京、大阪、福岡のコミュニティセンターにお
いて予防指針に関する意見交換 
①MSM オールジャパンでの新たな予防戦略の導入を
見据えた MSM 向けエイズ対策における中・長期的計
画の策定 2015 年 12 月 30 日、akta 東京（議事録、
添付資料２) 
「エイズ予防指針改定」にむけて、コミュニティセ
ンターの果たす役割に関して現状の共有から、今後
の課題まで話し合われた。特にゲイツーリズムを考
えると、もはや地域毎の予防対策では追いつかない
場合が想定でき、コミュニティセンターのない地域
も含めてカバーできる仕組みが必要となるのでは
ないかという話題が出た。（詳細は添付資料２） 
 
②大阪地域CBOによる新たな予防戦略についてのコ
ンセンサスビルディングに関する研究 2016 年 2
月 7 日、dista 大阪（議事録：添付資料３） 
大阪地域の CBOによる HIV感染に対する新たな予防
戦略についてのコンセンサスビルディングに関す
る課題を整理するために、関係者にアンケート調査
を行い、KJ 法にて分類した研究。（詳細は添付資料 
 
③PrEP 等新たな予防策導入下での HIV 予防と受検
促進に向けたコミュニティセンターの役割再構築
の検討に関する研究 2016年1月29日、2月28日、
九州医療センター、福岡（議事録：添付資料４） 
「エイズ予防指針改定」にむけて、これからのコミ
ュニティセンターの役割に関する討議を行った。
Future Japan project の調査結果などを参考とした。
（詳細は添付資料 4） 
 
３．平成 24 年の予防指針に基づく施策に関する調
査 

平成24年の予防指針改定では、感染の可能性が疫
学的に高く、特別な配慮を要する「個別施策層」
に着目し、重点的に取り組む対策が示された。す
なわち1）「検査・相談体制の充実」の位置付け強
化、2）個別施策層に対する検査の目標設定、3）
地域における総合的な医療提供体制の充実、4）
NGO等との連携の重要性である。 



本研究では、これらの施策がどのように実行に移
され、どのような成果が得られ、どのような問題
点があるかなどに関して各担当者（ブロック拠点
病院、都道府県）にアンケート調査をおこなった。
アンケートで問題点を抽出し、前述の各専門家会
議に挙げて、次期予防指針の参考資料とする（調
査項目については添付資料５を参照）。 

 
【平成 24 年の予防指針に基づく施策に関する調査】 
インターネットを通じて、全国のブロック拠点病院、
中核拠点病院、保健所を含む行政関係者、
CBO(NGO/NPO)を対象としてアンケート調査を行った。
内容は大きく分けると「個別施策層」に着目した重
点的に取り組む対策に関するものと、今後の日本が
目指す HIV 感染症/AIDS 対策の展望、また、どのよ
うな感染予防対策を推進していくべきかに関して意
見聴取した。解析した 287 件の回答から以下の点が
明らかとなった。まず、【1. 平成 24 年度以降、「検
査・相談体制の充実」の位置付けは、】「強化された」
という回答が 38％、「強化されなかった」が 29％、
「どちらともいえない」が、30%とほぼ 1/3 ずつに分
かれた。検査数や利便性の向上によって検査数が増
加したなどの答えが多く、保健所・行政機関では「強
化された」が 48％、一方、拠点病院などの医療機関
は 30％であった。【2. 平成 24 年度以降、地域にお
ける総合的な医療提供体制の充実に向けた取り組み】
は、「順調に進んでいる」が、49％、「行われていな
い」が 44％、医療機関も行政機関も 50％が順調に進
んだと評価した。一方、【3. 平成 24 年度以降、NGO・
NPO 等との連携】に関しては、「推進された」との回
答は 38％、「推進されていない」が、58％であった、
特に、保健所・行政機関では、「推進された」が、56％
であったのに対し、医療機関では 20％であり、NGO・
NPO 等との連携の行政の取り組みの中に、医療機関
との連携が含まれていなかったことが推察される。
【4. 【行政機関の方への質問】 平成 24 年度以降、
個別施策層に対する検査の目標設定】の問に関して、
保健所・行政機関に伺ったところ、「設定された」が、
17％、「設定されていない」が、80％であった。さら
に検査の選択肢を増やす取り組みとして【2-1. 検査
機会の拡大の方法 opt-out 検査の導入】について尋
ねたところ、「導入すべき」は 38％、様々な問題点
の指摘の上「それ以外」としたのが 52％であった。
医療機関では 56％が導入すべきとしたのに対し、保
健所・行政機関では、19％であった。WHO が 2015 年
9月に推奨を発表した【2-2. PrEP、および PEP の導
入】に関しても、全体では「導入すべき」は 38％、
様々な問題点を指摘する慎重論から、「それ以外」と
したものが 50％であった。こちらも拠点病院の 47％
が「導入すべき」としたのに対し、保健所・行政機
関では、29％にとどまった。 
 
アンケート調査におけるまとめ（詳細は添付資料 5、

6参照） 

１）日本のHIV感染症/AIDS対策の概観 
「これまで日本が成し遂げてきたこと」として、

多くの意見が寄せられたなかで、拠点病院体制をは
じめとした医療体制の整備、更生医療(自立支援医
療)・重度医療による医療費の補助、派遣カウンセ
リングシステム構築や医療担当者の研修制度など
によって、我が国の HIV 陽性者が世界最高水準の医
療やケアを受けられることは、多くの関係者に評価
された。また、全国で無料・匿名の HIV 検査・相談
体制が整備されたことや，検査普及月間・エイズデ
ーを中心とした予防啓発活動、さらにコミュニティ
センターの事業化などによる、「個別施策層」を対
象とした検査の普及感染予防戦略は、感染拡大防止
に一定の効果を果たして来たと評価された。 
一方、今後の課題としては、以下のように多岐にわ
たる指摘があった。 
【治療体制・医療面】 
抗ウイルス薬の進歩に伴い、HIV 陽性者も長期にわ
たり一般の社会生活を送ることが可能となった。一
方、患者の高齢化から，他疾患の治療や高齢者施設
への入所等に係る地域連携が必要となっているが，
感染の不安や正しい知識の不足等により，受け入れ
可能な医療機関や施設が不足している。HIV 陽性者
の一般診療も含めた医療全般を、拠点病院で対応す
る体制が続いたことにより、一般医療機関の意識や
検査診断技術の向上を困難としたという意見もあ
る。感染判明後の早期治療開始を徹底する必要性。
HIV 感染症担当医師の養成が課題と感じる。 
【HIV 検査】 
言葉が不自由な外国人が匿名で検査を受けられる
施設が少ない。HIV 検査の普及、感染の予防という
長期的な目標を達成するために、多様なセクシュア
リティの若年者に向けた取り組みが必要である個
別施策層に対する取り組みがまだ不足している。検
査の機会は増やすべきであり、その一つの方法とし
て拠点病院での検査補助事業があるのだが、むしろ
非拠点病院や開業医に広めていくべきではないか
と思われる。HIV 感染/エイズリスク面だけでなく、
早期発見・早期治療のメリットを強調した周知が必
要。いまだに感染リスクの高い集団へのアプローチ
が不十分であり、今後の課題と考える。 
【予防面】 
世界的な潮流である TasP、PrEP を含む予防対策に
関してはこれまで議論されていないのではないか。
また、医療体制に関しては、まだ整っていないのが
現状ではないかと考える。HIV 感染症に向けた国民
の関心は薄まっており，新規感染を予防するために，
より効果的な啓発が必要である。一方、HIV 感染症
への誤解・偏見は解消されておらず、HIV 陽性者が
社会から差別を受けることも依然多い。また、過度
の恐怖心等から早期に HIV 検査受検につながらず、
エイズを発症するケースもなかなか減少しない。



HIV 陽性者の問題は、性的少数者（LTBG)や社会的弱
者（低所得、低学歴、家庭環境の悪化）の問題と重
複することも多く、これらの対策を並行して行う必
要がある。特に MSM を中心とした個別施策層に対す
る重点的な取り組みを継続しつつ、従来からエイズ
対策に関わる拠点病院や NPO 等にとどまらず、一般
医療機関、福祉機関、企業等が主体的に、社会全体
で理解・受け入れを促進する活動を展開することが
必要である。予防啓発には、小学高学年、中学まで
の教育現場で、性教育と性の多様性についてきちん
と伝えることがまず大切。すべての教師が理解し、
保健の授業だけでなく、すべての科目の授業の中で
伝えることが大事。 
などであった。 
 
4．我が国におけるケアカスケードの予測 
オーストラリアの疫学研究者の Dr. D. Wilson 博士
のご指導を受け Back Calculation Method による未
検査感染例の推計を試みた。推計を行うに当たり、
我が国には基礎データがないことから、オーストラ
リアの基礎データを用い、動向委員会の使用可能な
データを用いて推計したところ、2014 年時点での未
検査 HIV 陽性例は、9292 人と計算された。いくつも
の仮説とオーストラリアの基礎データを基にしたも
のであるが、現在の感染例が、24,561 人であること
から、総数で 33,853 人の感染例があり、73％の診断
率となる。報告数の中には相当数の死亡例と重複例
があると推測されるが、実態は不明である。ただし、
診断され治療を受けている症例の87.8％は測定感度
以下になっていると考えられ、通院継続も 87.8％と
すると全体では 56.2％の抑制達成率となる。 
 

Ｄ．考察 
我が国におけるエイズ対策は、「エイズ予防指針」

の策定によって推進され、3本柱として、「正しい知
識の普及啓発及び教育」「検査・相談体制の充実」「医
療の提供」が挙げられ、一定の成果を果たしたと評
価されている。しかし、ここ 8 年余り、新規感染者
がほぼ一定の数で報告されることから、平成 24 年の
予防指針改定では、感染の可能性が疫学的に高く、
特別な配慮を要する「個別施策層」に着目し、重点
的に取り組む対策として以下の４点が挙げられた。1）
「検査・相談体制の充実」の位置付け強化、2）個別
施策層に対する検査の目標設定、3）地域における総
合的な医療提供体制の充実、4）ＮＧＯ等との連携の
重要性。これらの項目に関し、保健所・行政は約半
数が取り組みは強化され、連携が促進されたと回答
したが、拠点病院関係者では 20-30％に過ぎない、
これは地域的な問題もあると考えられるが、実際に
来院する患者感染者の約 7-8 割が、保険所や検査会
の VCT 検査での判明ではなく、何らかの症状を持ち、
病院や診療所経由で紹介されてくる実態に変わりが
ないところにあると思われる。 

2014 年時点での未検査 HIV 感染例を全国で 9292
人と推計したが、動向委員会の報告によると、実際
の HIV 報告数は 1091 人であったことから、陽性判
明率は 11.7％と推測される。東京地域の感染者を全
国の 40％と推計すると、未検査 HIV 感染例は 3716
人となり、実際の HIV 報告数は 410 人でやはり 11％
となる。ACC で西嶋らが行った調査によると、2011
年から 2014年の間の新規感染例で自発的検査（VCT）
によって診断された例は 32％（190/598）に過ぎな
い。そのうちの 25％はパートナー告知によるもので
あることを勘案すると純粋にVCT検査を受けたのは
23％（143/598）となる。これから推計すると、HIV
感染で未検査例の 2.5％のみが VCT で見つかってい
る計算となる。同じ比率かどうかは議論があるとこ
ろでが、現行の検査システムは一定の効果はあった
と考えられるものの現在までにVCT検査を受けてい
ない感染者がこのシステムの検査を受ける可能性
は高くないと推察される。これらのデータは、病院
や診療所での opt-out 検査の導入、郵送検査、オラ
クイックなどの導入の必要性を強く示唆するもの
である。一方、添付資料 6に示すように、これらの
新規検査や PrEP などの新規感染予防法には解決で
きていない問題点も多い、まずはこの領域にかかわ
る、保健医療従事者、CBO、行政担当者の理解と幅
広い議論が必要である。 
アンケート調査の中で現行のサーベイランスの限
界を指摘するものがあった。米国で変更されたよう
に、届け出制度の内容を充実させ、症例登録とする
ことも考慮されるべきである。現行の方法ではこれ
以上のデータは出てこない。地方では感染者の 3分
の 1が転出し、転入する。このため症例の追跡がで
きない。転症例の報告は信頼性に欠ける、などの問
題点があり、care cascade を含めた疫学的解析が難
しい。今後のエイズ対策のためには、国際的に標準
的なサーベイランスを取り入れた根本的改革が必
要である。 
 
Ｅ．結論 
 HIV 感染症/エイズは、明らかに新しい時代に突入
している。これまでの「エイズ予防指針」も根本的
に考え直されるべきである。抗ウイルス薬の進歩に
伴い、早期治療開始で生命予後が非感染例と同等と
なったばかりでなく、抗ウイルス療法が適切に行わ
れれば、パートナーへの感染も最小に抑えられると
報告された。この事実を、未検査感染例にどのよう
に伝えるかを検討するとともに、利便性の良い検査
法の提供を行うべきである。一方、未感染であれば、
PrEP で 86％感染予防ができることを広報し、safer 
sex 教育と共に選択肢として提供すべきである。 
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